
 

 

 

 

令和４年度 

法務省事前評価実施結果報告書（要旨） 

 

 

 

 

 

令和４年８月 

法  務  省 

 



目    次 

 

１ 法務省の政策体系・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1 

２ 令和４年度事前評価実施結果報告書 

（１）社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査研究の計画的実施と提言 

犯罪被害の動向及び犯罪被害者に関する総合的研究・・・・・・・・・  6 

（２）施設の整備 

広島拘置所新営工事・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  8 

広島法務総合研修寮（仮称）新営工事・・・・・・・・・・・・・・・  9 

横浜法務総合庁舎新営工事・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

    

   



 

政 策 体 系 

基本政策 

 政策 

  施策 

Ⅰ 基本法制の維持及び整備 

 

１ 基本法制の維持及び整備（事前規制型社会から事後チェック・救済型社会への転換、社会経済構

造の変革に対応した基本法制の維持及び整備を行う。） 

 

 

(1) 社会経済情勢に対応した基本法制の整備（情報化・国際化等の取引社会の変化に対応した民

事基本法制の整備及び社会経済情勢により変化する犯罪状況に的確に対応することができる

刑事基本法制の整備により、国民が豊かな創造性とエネルギーを発揮する社会の実現と、我が

国の経済の活力の維持・向上に資するとともに、「事後チェック・救済型社会」の基盤を形成

し、社会の安定に資するものとする。） 

 ２ 司法制度改革の成果の定着に向けた取組（社会の複雑・多様化、国際化等がより一層進展する中

で、事前規制型社会から明確なルールと自己責任原則に貫かれた事後チェック・救済型社会への転

換を図り、自由かつ公正な社会を実現していくために、司法制度改革の成果の定着を図り、司法の

機能を充実強化する。） 

(1) 総合法律支援の充実強化（裁判その他の法による紛争の解決のための制度の利用をより容易

にするとともに、弁護士及び弁護士法人並びに司法書士その他の隣接法律専門職者のサービス

をより身近に受けられるようにするための総合的な支援の実施及び体制整備の充実強化を図

る。） 

(2) 法曹養成制度の充実（高度の専門的な法律知識、幅広い教養、豊かな人間性及び職業倫理を

備えた多数の法曹の養成及び確保その他の司法制度を支える体制を充実強化する。） 

(3) 裁判外紛争解決手続の拡充・活性化（国民の権利の適切な実現に資するため、紛争の当事者

がその解決を図るのにふさわしい手続を容易に選択できるよう、裁判外の紛争解決手続につい

て、その拡充及び活性化を図る。） 

(4) 法教育の推進（国民一人ひとりが、法や司法の役割を十分に認識し、法やルールにのっとっ

た紛争の適正な解決を図る力を身に付けるとともに、司法の国民的基盤の確立を図るため、法

教育を推進する。） 

(5) 国際仲裁の活性化に向けた基盤整備（国際商取引をめぐる紛争解決のグローバル・スタンダ

ードである国際仲裁の活性化に向けて、施設整備、人材育成、広報・意識啓発等の基盤整備を

推進する。） 

３ 法務に関する調査研究（内外の社会経済情勢を的確に把握し、時代の要請に適応した基本法制の
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整備・運用等に資するよう、法務に関する総合的・実証的な調査研究を行う。） 

 (1) 社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査研究の計画的実施と提言（内外の社会経済情勢を

踏まえた研究題目の選定、国内外の情勢の調査研究の計画的実施と必要な刑事政策上の提言を

行う。） 

Ⅱ 法秩序の確立による安全・安心な社会の維持（犯罪被害者等のための施策を含む。） 

４ 再犯の防止等の推進（再犯の防止等の推進に関する法律、再犯防止推進計画等に基づく施策の推

進を図る。） 

 (1) 国と地方公共団体が連携した取組等の実施（再犯の防止等の推進に関する法律、再犯防止推

進計画等に基づき、国と地方公共団体が連携した取組や、民間資金の活用等、新たな手法を活

用した取組を実施する。） 

 

５ 検察権の適正迅速な行使（国家刑罰権の適正かつ迅速な実現により、社会の平和を保持し、個人

及び公共の福祉を図る。） 

 

(1) 適正迅速な検察権の行使（刑事事件について捜査及び起訴・不起訴の処分を行い、裁判所に

法の正当な適用を請求し、裁判の執行を指揮監督するなどの権限を適正迅速に行使する。） 

(2) 検察権行使を支える事務の適正な運営（検察活動が社会情勢の推移に即応して有効適切に行

われるようにするため、検察運営の全般にわたって改善を加え、検察機能のより一層の強化を

図る。） 

 ６ 矯正処遇の適正な実施（被収容者の改善更生及び円滑な社会復帰を図るため、適正な矯正処遇を

実施する。） 

 

(1) 矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備（矯正施設の適正な管理運営を維持するた

め、各種警備用機器の整備・開発の推進及びその効果的な活用等を図るとともに、研修、訓練

等を通じて職員の職務執行力の向上を図る。） 

(2) 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施（被収容者の改善更生及び円滑な社

会復帰を図るため、被収容者の個々の状況に応じて、収容環境の維持を含めた適切な処遇を実

施する。） 

(3) 矯正施設の適正な運営に必要な民間委託等の実施（職員の業務負担の軽減を図るとともに、

矯正処遇の充実を図るため、民間委託等を実施する。） 

７ 更生保護活動の適切な実施（犯罪をした者及び非行のある少年の社会内における改善更生等を図

るとともに、犯罪の予防を目的とした国民の活動を促進する。） 

 (1) 保護観察対象者等の改善更生等（保護観察対象者等の再犯防止及び改善更生のため、社会内

において適切な処遇を行うとともに、犯罪や非行のない地域社会作りのため、犯罪予防を目的

とした国民の活動を促進する。） 

(2) 医療観察対象者の社会復帰（心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の社会復帰を促
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進するため、医療観察対象者に対する地域社会における処遇の適正かつ円滑な実施を確保す

る。） 

８ 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の確保を図るための業務の実施（公共の

安全の確保を図るため、破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為

を行った団体の規制に関する調査、処分の請求及び規制措置を行う。） 

 (1) 破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査等（公共の安全の確保

を図るため、破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為を行っ

た団体の規制に関する調査、処分の請求及び規制措置を行うとともに、その調査の過程で得ら

れる情報を関係機関及び国民に適時適切に提供する。） 

９ 破壊的団体等の規制処分の適正な審査・決定（公共の安全の確保に寄与するために行う破壊的団

体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関し適正な審査及び決定を行う。） 

 (1) 破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制処分の適正な審査・決定（破壊的団

体及び無差別大量殺人行為を行った団体に対する規制処分に関し、適正な審査及び決定を行

う。） 

Ⅲ 国民の権利擁護 

 

10 国民の財産や身分関係の保護（経済活動や社会活動に不可欠である財産上及び身分上の権利を適

切に保全するための法制度を整備するとともに、円滑な運営を行う。） 

 

 

(1) 登記事務の適正円滑な処理（不動産取引の安全と円滑、会社・法人等に係る信用の維持等を

図るとともに、登記に関する国民の利便性を向上させるため、登記事務を適正・円滑に処理す

る。） 

(2) 国籍・戸籍・供託・遺言書保管事務の適正円滑な処理（我が国における身分関係の安定及び

国民の権利の保全を図るため、国籍・戸籍・供託・遺言書保管に関する法制度を整備し、これ

を適正・円滑に運営する。） 

(3) 債権管理回収業の審査監督（暴力団等反社会的勢力が参入することなどを防止し、適正な債

権管理回収業務を実施させるため、債権管理回収業の許可について厳格な審査を行うととも

に、債権回収会社の業務の適正な運営を確保するため、債権回収会社に対して立入検査を中心

とした監督を行う。） 

 11 人権の擁護（人権の擁護に関する施策を総合的に推進する。） 

 

 

(1) 人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防（人権が尊重される社会

の実現に寄与するため、人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防を

図るなど、国民の人権の擁護を積極的に行う。） 

Ⅳ 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理 
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 12 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理（国民個人の権利・利益と国の正当な利益と

の間における争訟に対して、統一的に対処し適正な調和を図る。） 

  

(1) 国の利害に関係のある争訟の適正・迅速な処理（国民の期待に応える司法制度の実現に寄与

するため、国の利害に関係のある争訟を適正・迅速に処理する。） 

Ⅴ 出入国の公正な管理及び外国人との共生社会の実現に向けた環境整備 

 

13 出入国の公正な管理及び外国人との共生社会の実現に向けた環境整備（出入国在留管理行政を通

じて国際協調と国際交流の増進を図るとともに、不法滞在者等を生まない社会を構築する。） 

  

(1) 円滑な出入国審査、不法滞在者等対策の推進及び外国人との共生社会の実現（我が国の国際

交流の推進及び観光立国実現のため、円滑な出入国審査の実施を推進するとともに、安全・安

心な社会の実現のため、不法滞在者等対策を推進する。また、外国人との共生社会の実現に向

けた環境整備を行う。） 

Ⅵ 法務行政における国際化対応・国際協力 

 

14 法務行政における国際化対応・国際協力（外国関係機関との連携等を通じて、法務行政の国際化

や諸外国への協力に適切に対応する。） 

  (1) 法務行政の国際化への対応（国際化する法務行政の円滑な運営を図る。） 

(2) 法務行政における国際協力の推進（国際連合その他国際機関等と緊密に連携・協力して行う

世界各国の刑事司法実務家を対象とした国際研修等の活動や、アジア等の開発途上国を対象と

した法制度整備支援等を通じて、世界各国に「法の支配」と良い統治（グッド・ガバナンス）

を推進させ、その発展に寄与するとともに、我が国の国際社会における地位の向上等に資する

ため、法務省が所掌事務に関連して有する知見等を他国や国際機関等に提供するなどの国際協

力を推進する。） 

Ⅶ 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 

 

15 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営（説明責任の履行、透明性の確保、人的物的体制の整備確

立等を通じて、法務行政を円滑かつ効率的に運営する。） 

  (1) 法務行政に対する理解の促進（法務行政を国民に開かれた存在にし、その理解の促進を図

る。） 

 

 

(2) 施設の整備（司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等を踏ま

え、十分な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面積が不足している施設や、長期

間の使用により老朽化した施設等について所要の整備、防災・減災対策を行う。） 

 

 

(3) 法務行政の情報化（国民の利便性、行政サービスの向上を図るため、法務行政手続の情報化

を推進するとともに、法務省で運用する情報システムについて、政府全体で取り組んでいる業

務・システムの最適化を図り、業務及び情報システムの効率化を推進する。） 

 (4) 職員の多様性及び能力の確保（社会経済情勢の変動に適切に対応するため、職員の多様性を
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 確保し、能力の開発・向上を図る。） 
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令和４年度政策評価書要旨

担当部局名：法務総合研究所総務企画部企画課評価実施時期： 令和４年８月

施 策 名 政策体系上の位置付け社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査研究の計画的

実施と提言（犯罪被害の動向及び犯罪被害者に関する総 法務に関する調査研究

合的研究） （Ⅰ－３－(1)）

事 業 内外の社会経済情勢を踏まえた研究題目の選定、国内外の情勢の調査研究の計画の 概 要

的実施と必要な刑事政策上の提言を行う。

事業評価方式評 価 方 式

、 （ ） 、政 策 評 価 の 本研究は 第６回犯罪被害実態 暗数 調査及び特定犯罪被害者調査を通じて

どのような犯罪が、実際どのくらい発生しているかという犯罪情勢を把握すると結 果 の 概 要

ともに、特性に着目し、個々の犯罪被害者が置かれた状況等を分析することによ

り、犯罪被害の実態を解明し、有効かつ適切な被害防止及び被害者支援等の施策

の在り方を検討するための基礎資料を提供することを目的としている。この目的

の是非及び達成の見込みについて、外部有識者等で構成される研究評価検討委員

会による評価を受けた。

第４次犯罪被害者等基本計画において、法務省は、性犯罪被害者、障害者等の

犯罪被害者の特性に応じた被害実態の調査・分析を実施する方向での検討も含

め、犯罪被害の動向及び犯罪被害者等施策に関する調査を実施することが求めら

れているところ、本研究は、特性に応じた犯罪被害の実態を解明し、有効かつ適

切な被害防止及び被害者支援等の施策の在り方を検討するための基礎資料を提供

するものであるから、同省の重要な施策に密接に関連する研究である。暗数調査

は、国連機関の指導の下で標準化された質問票を用いた６回目の調査であり、国

際的な比較が可能である上、定期的な実施により初めて暗数等の経年比較が可能

となるところ、第５回調査から４年が経過していることに加え、今般、上記基本

計画が策定されるなど犯罪被害者の実態把握等が喫緊の課題となっている。特定

犯罪被害者調査は、プライバシー性が極めて高い犯罪被害者について、刑事事件

記録や判決書を活用して行うものであり、他の研究機関での代替研究は著しく困

難である。以上から、本研究を早期に実施する必要は極めて高い。

暗数調査の調査対象者は、適切に代表性を確保しつつ分析に十分な標本数が得

られる見込みである。特定犯罪被害者調査については、精神保健福祉法第５条に

規定する精神障害者という調査対象は広すぎる可能性があるものの、判決後の事

情等の把握も含めた質的調査手法の検討と併せて、適切な調査対象が設定される

見込みである。また、本研究は、刑事司法分野の実務家である法務省法務総合研

究所の研究官が策定した調査計画に基づき、民間調査専門会社に委託して実施す

る暗数調査と、上記研究官等が刑事事件記録等を自ら調査する特定犯罪被害者調

査を併せて行い、専門家の助言を得ながら各調査結果を分析するという、統計学

的にも適切妥当な実施体制・手法に基づく。そして、調査専門業者への委託は、

一般競争入札を経て行い、データの分析は、上記研究官等が既存の設備、備品等

を用いて行うなど、費用の削減に努められている。以上から、本研究手法は、十

分に合理的、効率的なものになると見込まれる。

暗数調査と特定犯罪被害者調査の結果は、研究部報告や犯罪白書として公表さ

れ、刑事政策の立案担当者により基礎資料として活用されたり、刑事政策の研究

者により利用されるなど、多様な場面で有効に利用されることが見込まれる。

上記のとおり、本研究は、必要性、効率性及び有効性のいずれの観点からも高

く評価でき、研究評価検討委員会における評点の合計点は70点中64点であったこ

とから、評価基準第３の３に基づき「大いに効果が見込まれる」と認められる。
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関 係 す る 施 政 施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋）

犯罪被害者等基本計画 平成17年12月27 Ｖ－第４－２－(６)法務省における 犯方 針 演 説 等 内 「

日（閣議決定） 罪被害実態調査」の調査方法に関する閣 の 重 要 政 策

検討（主なもの）

第２次犯罪被害者等基 平成23年３月25 Ｖ－第４－２－(５)法務省における 犯「

本計画 日（閣議決定） 罪被害実態調査」の調査に関する検討

第３次犯罪被害者等基 平成28年４月１ 施策番号212法務省における犯罪被害の

本計画 日（閣議決定） 動向・犯罪被害者に関する施策の調査

第４次犯罪被害者等基 令和３年３月30 施策番号230法務省における犯罪被害の

本計画 日（閣議決定） 動向・犯罪被害者等施策に関する調査

の実施
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令和４年度政策評価書要旨

担当部局名：大臣官房施設課評価実施時期： 令和４年８月

施 策 名 政 策 体 系 上 の 位 置 付施設の整備（広島拘置所新営工事）

け

Ⅶ－15－(2)

司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等を踏ま事 業 の 概 要

え、十分な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面積が不足してい

る施設や、長期間の使用により老朽化した施設等について所要の整備、防災・

減災対策を行う。

事業評価方式評 価 方 式

事業計画の必要性、事業計画の合理性、事業計画の効果の観点から事前評価を政 策 評 価 の

実施した結果、新規採択事業としての要件を満たしている。結 果 の 概 要

評価の観点 事業計画の 事業計画の 事業計画の

基準 必要性 合理性 効果（ ）

（ ） （ ）名称 100点以上 （100点） 100点以上

広島拘置所 104点 100点 121点

関 係 す る 施 政 施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋）

方 針 演 説 等 内

閣 の 重 要 政 策

（主なもの）
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令和４年度政策評価書要旨

担当部局名：大臣官房施設課評価実施時期： 令和４年８月

施 策 名 政策体系上の位置付け施設の整備（広島法務総合研修寮（仮称）新営工事）

Ⅶ－15－(2)

司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等を踏ま事 業 の 概 要

え、十分な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面積が不足している

施設や、長期間の使用により老朽化した施設等について所要の整備、防災・減災

対策を行う。

事業評価方式評 価 方 式

事業計画の必要性、事業計画の合理性、事業計画の効果の観点から事前評価を実政 策 評 価 の

施した結果、新規採択事業としての要件を満たしている。結 果 の 概 要

評価の観点 事業計画の 事業計画の 事業計画の

基準 必要性 合理性 効果（ ）

（ ） （ ）名称 100点以上 （100点） 100点以上

広島法務総合研修寮（仮称） 103点 100点 121点

関 係 す る 施 政 施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋）

方 針 演 説 等 内

閣 の 重 要 政 策

（主なもの）
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令和４年度政策評価書要旨

担当部局名：大臣官房施設課評価実施時期： 令和４年８月

施 策 名 政策体系上の位置付け施設の整備（横浜法務総合庁舎新営工事）

Ⅶ－15－(2)

司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等を踏ま事 業 の 概 要

え、十分な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面積が不足している

施設や、長期間の使用により老朽化した施設等について所要の整備、防災・減災

対策を行う。

事業評価方式評 価 方 式

事業計画の必要性、事業計画の合理性、事業計画の効果の観点から事前評価を実政 策 評 価 の

施した結果、新規採択事業としての要件を満たしている。結 果 の 概 要

評価の観点 事業計画の 事業計画の 事業計画の

基準 必要性 合理性 効果（ ）

（ ） （ ）名称 100点以上 （100点） 100点以上

横浜法務総合庁舎 106点 100点 121点

関 係 す る 施 政 施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋）

方 針 演 説 等 内

閣 の 重 要 政 策

（主なもの）
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